様式第６－３号（付表５）（第16条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人東京観光財団理事長　殿
	所在地
	東京都○○区○○町○－○○－○○
○○ビル　○階

	事業者名
	株式会社○○○

	代表者名
	○○　○○○　　　　　　　       
	実印

	電話番号
	00-0000-0000


　観光関連事業者デジタル化レベルアップ支援事業補助金賃金引上げ計画達成報告書
令和○年○○月○○日付○公東観産産第○○○○号をもって交付決定の通知があった補助事業について、観光関連事業者デジタル化レベルアップ支援事業補助金交付要綱第６条第２項に定める方法により、補助金申請時に掲げた賃金引上げ計画を達成したため、補助金の交付を希望し、下記のとおり報告いたします。
記
(1) 補助対象経費の最終支払完了日

令和○年○○月○○日
(2) 月次確認対象月

　　　　　　　　①令和〇年〇〇月と②令和○年○○月
· ①は補助金申請月の前月から起算して12か月前以内からいずれかの1ヵ月
· ②は補助対象事業終了後から12か月以内で①と同月
（例：令和8年11月と令和10年11月）
(3) 上記①の給与支給総額

０００，０００，０００円
上記②の給与総支給額　　　　　　　　０００，０００，０００円（増加率○○％）
· 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含み、役員を除く）に支払った給与等（給料、賃金、賞与及び役員報酬等は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く）をいいます。
· 給与支給総額の根拠資料を添付してください（賃金台帳など）
(4) 補助率３分の２以内での補助金額　　　００，０００，０００円（※交付済み）
(5) 補助率４分の３以内での補助金額　　　００，０００，０００円
(6) 賃金引上げ計画達成による交付予定額［=上記(5)の額－上記(4)の額］





００，０００，０００円
なお、交付要綱第６条第２項に定める方法により補助金の交付を受けた場合であっても、補助対象事業終了後に初めて到来する事業年度の決算月から４か月以内に「賃金引上げ計画達成報告書（様式第６－２号）」を提出し、交付要綱第６条第１項にある要件の達成について審査を受けることを誓約します。
